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第54回自治労道本部臨時大会山上委員長あいさつ
　おはようございます。委員長の山上でございます。
第54回自治労北海道本部臨時大会に、全道各地から結集された代議員・傍聴者の皆さん、大変ご苦労様です。心から敬意と感謝を申し上げます。

　また、私どもの臨時大会に
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にお越しいただきました。

　大変お忙しい中、駆けつけていただいた来賓の皆さんに、臨時大会参加者全員の拍手で、お礼に代えたいと思います。

ありがとうございました。

さらに、昨日、道本部結成50周年を記念してレセプションを開催いたしましたが、来賓の皆さんをはじめ大会参加の多くの皆さんにもご出席いただきました。
このことにつきましても、この場をお借りして心よりお礼申し上げます。

それでは、臨時大会の開催にあたり、当面する諸課題を中心に何点か申し上げてごあいさつとしたいと思います。
　まず、政治闘争について申し上げたいと思います。

われわれは、昨年9月の定期大会以降、賃金確定闘争のたたかいをはじめ、退職手当見直しに対するたたかい、地公三者共闘による当初予算闘争、そして年末の解散総選挙闘争など、多くの取り組みを展開してきました。

特に、12月に行われた衆議院選挙につきましては、超短期決戦となる中で、精一杯たたかったものの、残念ながら厳しい選挙結果となりました。

後ほど、衆議院選挙闘争の中間総括案を提案いたしますので、多くを申し上げませんが、民主党にとっては自民党に大勝を許すとともに政権をも奪い返される歴史的大敗北となりましたし、わが自治労としても、18人の組織内衆議院議員がわずか２人になり、参議院議員４人を加えても６人に激減してしまう結果となりました。

民主党はなぜこれほどまでに負けたのか、何が足りなかったのか、労働組合としてのたたかいはどうだったのか、組合員や国民の皆さんの思いはどうだったのかなど、総括議論はこれからしっかり行っていかなければなりませんが、今回の結果を見て明確に言えることとして、政権を奪い返されたことや組織内議員の多くを失ったことによる政治的な影響力の低下は、極めて深刻な事態であり、今後政治反動の嵐が吹き荒れてくるということです。
すでに、政府の予算編成作業の中での地方公務員の人件費削減の強要やそれに伴う地方交付税の大幅削減などに現れてきていますが、より一層公務員バッシングや自治労攻撃が強化されてくると考えなければなりません。

これ以降、われわれは2013春闘の取り組みをはじめ、7.8％人件費削減反対のたたかい、労働基本権奪還闘争、脱原発、反戦・平和闘争、そして、7月に行われる参議院選挙闘争など、連続する取り組みを展開していくこととなりますが、どれもが厳しい情勢下でのたたかいとなることを覚悟しなければなりません。
特に、参議院選挙における北海道選挙区「小川勝也」さん、全国比例代表「あいはらくみこ」さんのたたかいは、信じがたいことですが衆議院選挙の結果からいうと現状では当選が危ぶまれる状況にあるといわれていますし、直近の毎日新聞世論調査での民主党支持率も、5％まで下がってきていることなど、強い逆風下でのたたかいとなります。
しかし、今回の参議院選挙は、支援してきた民主党の存続をかけてのたたかいとなるでしょうし、われわれ自治労の政治的力量もいよいよ試されることになる極めて重要な選挙であります。

また、今後の政治闘争を進めていくにあたって、しっかり議論していかなければならないこととして、われわれ額に汗して働く者や社会的弱者にとって自公新政権はこの数カ月だけを見ても、どうしても容認できない存在であり、打倒しなければならない政権であるということです。
地方自治に対する姿勢をはじめ、生活保護費や地方交付税の削減、原発問題に対する姿勢、憲法や国防軍問題、どれをとっても許されない政権であります。
したがって、民主党の再建・再生の道程は、大変厳しいものがあると思いますが、なんとしても出直し・再生してもらいたいと思います。

もちろんその際、いい加減な姿勢や政策では、国民の信頼を再び取り戻すことはできません。

自公政権や、維新の会に対抗し得る政策を掲げて、結党当時の理念であった民主リベラルな政党として再出発してもらいたいと強く訴えたいと思います。

われわれも、民主党に申し上げる以上、たとえどんなに強い風が吹きあれようとも、絶対に負けられない、いや！圧倒的に勝利するくらいの気概をもってたたかわなければなりません。
組合員・家族・退職者の皆さんが、本人はもとより親戚知友人に声をかけていただき、「選挙区小川・比例代表あいはら」を徹底いただく取り組みをしっかり行っていくことによって、それは可能であります。
どうか、引き続き皆さんのご理解と一層のご支援・ご協力をいただきますよう心からお願いいたします。

次に、今年の春闘について、触れたいと思います。

まず、われわれ働く者を取り巻く諸情勢について触れたいと思いますが、詳しくは後ほどご来賓の皆さんや方針提案の際に触れられると思いますので、私からは特に国内の諸情勢について簡潔に触れたいと思います。

まず、デフレに陥ってすでに15年を経過した日本経済の現状ですが、総務省や国税庁の統計資料によると、1998年を100とした指数で、2011年と比較しますと、物価は3.9％下落したのに対して、労働者の平均賃金は10.8％も下落し、勤労者の消費支出も12.7％低下しました。

つまり、デフレ経済下で最も激しく低下したのは、物価ではなく労働者の賃金と生活(消費)でありました。

一方、雇用状況ですが、民主党政権下で5％台から4％台へと多少改善されてきましたが、相変わらず失業率が高止まりしたままであり、若者の就職も依然として深刻な状態となっています。

非正規雇用の比率は今や全体の35.1％までに達し、「ワーキングプア」と呼ばれる年収200万円未満の人達も1,100万人近くにもおよんできています。

一方、安倍新政権は、補正予算や新年度予算に見られるように、企業減税、公共事業の大幅増、防衛予算の増額、生活保護費や地方交付税の削減、赤字国債発行の増加など、民主政権時代の政策から全面的な転換をはかり、かつての利益誘導型政治に逆戻りしてきていますが、インフレターゲットの設定とそれにむけた大胆な金融政策によってデフレ脱却をめざすとしています。

しかし、この政策は、すでにこの間実質ゼロ金利政策と通貨供給が続けられてきている中で、効果を疑問視する見方が一般的であり、むしろ日銀の国債買い取りによる信用低下、金利の上昇、国債バブルの崩壊、国家財政の破綻につながる危険性が指摘されています。
では、デフレ経済からの克服と雇用状況の劣化からの脱却をはかっていくためには、われわれは今、何をどうしていけば良いのか。

それは、1月に開いた春闘討論集会の際にも申し上げましたが、連合や自治労がこれまでも繰り返し主張してきた、雇用の安定的拡大・賃金の引き上げ・底上げを本気になって行っていくことが必要であり、そのことによって、個人消費を増やし内需を拡大していく意外にないと考えますし、今年の春闘の大きな命題であると思います。
不景気の中で、そんなことは不可能ではないかと思われがちですが、確かに多くの中小零細企業は厳しい経営状態の中で苦しんでいると思います。

しかし、資本金10億円以上の大企業の純資産は、1980年度の37兆円から2010年度には305兆円、8,2倍に増加しているのです。

賃上げの原資は、社会全体から見れば存在するのであります。

問題は、賃上げ原資の不足ではなく、社会的な価値配分の歪みに原因があるのであり、連合中央が指摘しているように、「企業部門から家計(消費)部門への所得の移転」、つまりは安定した雇用の拡大と賃金の引き上げ・底上げを進めることによって、価値配分の歪みを是正し、デフレ経済からの克服と日本社会の再生を実現していくことが求められているんだということです。

連合は、今年の春闘のメインスローガンを「傷んだ雇用と労働条件の復元」としました。

行き過ぎた雇用の非正規化や賃金水準低下が、デフレ経済を深刻化させ、社会全体を不安定化させているという認識に基づき、「雇用の再生なくして東日本大震災の被災地はもとより、日本経済や社会の復興・再生なし」と断言しています。
われわれは、連合運動にしっかり結集し、今春闘を契機に改めてデフレ経済からの脱却、雇用の安定的拡大に向けて、政府や経営側の社会的責任を厳しく追及していく必要があると考えます。

具体的な方針は後ほど提起されますが、今年の春闘も、これまで同様正規・非正規を問わず労働者総体の賃金・労働条件を改善していかなければなりませんし、そのためにも公務職場における「官製ワーキングプア」と称されている臨時・非常勤職員の皆さんの組織化と賃金・労働条件の改善にむけて、精一杯職場・地域で取り組んでいきたいと思いますので、皆さんのより一層のご協力をお願いします。
次に、安倍政権による、国家公務員の7.8％賃金削減にともなう地方公務員への人件費削減強要と地方交付税削減に対するたたかいについて申し上げたいと思います。
本部の徳永委員長からも詳しく触れられると思いますし、後ほど道本部としての方針提案も行われますので、多くを申し上げませんが、この問題はまさに地方自治を否定する安倍政権の中央集権的政治姿勢の現れであり、一方で、自治労“憎し”の姑息な発想にもとづく許し難い暴挙であります。
デフレ脱却をめざす政権が、賃下げを強要すること自体が政策不一致であり矛盾する政策であり、断じて認める訳にはいきませんし、許すわけにはいきません。
今後、政府予算案に対する国会闘争は年度をまたいでの攻防となっていくでしょうし、本格的な対自治体闘争の山場も6月議会前になろうかと思います。
より具体的な方針は、2月27日開催予定の本部拡大闘争委員会において提起されますが、道本部として中央段階のたたかいにしっかり結集するとともに、北海道内におけるたたかいに全力を上げていきたいと考えています。
皆さんの、最後までの力強いご支援とご協力を心よりお願いします。

最後になりますが、今日は本来であれば中央委員会の開催でしたが、すでにご承知のとおり、全労済との統合などにかかる規約・規定の改正や都市交との組織統合決定することから、臨時大会として開催することとしました。
従いまして、今後、全労済運動の前進と都市交単組の皆さんと一体となって当面する諸闘争を展開していく決意を固めあうために、今臨時大会の圧倒的な成功を勝ち取りたいと考えますので、皆さんの最後までのご協力をいただきますようにお願い申し上げまして、開会にあたってのごあいさつと致します。
ありがとうございました。
